
１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

現行の大規模耕作者による更なる集約化

現状の集積率 74 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

大規模耕作者に農地が集積されている。
・畦を取るなどし複数田を一枚にして集約化できるかが課題。

・農業が行われているエリアについては、水稲が中心。
・黒大豆などの高収益作物を推進する。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

・黒大豆などの高収益作物を推進する。
・低コスト化、高付加価値化、複合化

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

4.3

4.0

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 46.1

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 46.1

②　田の面積 44.5

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 1.6

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

野洲地区

（市三宅・竹生）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（第　　回）



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）
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注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。

計 9経営体 34.3 0.0 38.3 0.0

16.1 0.0
集 竹生営農組合 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

認農 （株）きたなかふぁーむ 水稲、麦、大豆、野菜 13.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

4.1 0.0
認農 （株）アグリサポートおうみ冨士 水稲、麦、大豆、野菜 1.5 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 2.0 0.0
認農 （株）イカリファーム 水稲、麦、大豆、野菜 4.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

3.6 0.0 4.0 0.0
認農 中川　伊平 水稲、麦、大豆、野菜 0.4 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 （株）グリーンちゅうず 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

認農 岩井　章智 水稲、麦、大豆、野菜 1.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.4 0.0
0.4 0.0

認農 森　賢一 水稲、麦、大豆、野菜 4.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 4.0 0.0
認農 守沢　竹由 水稲、麦、大豆、野菜 6.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 6.3 0.0

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。

（２）農地中間管理機構の活用方法



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目



　市三宅・竹生

1

2
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5

6

7

8

9
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１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

野洲地区

（行畑）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（第　　回）

0.1

0.0

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 1.9

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 1.9

②　田の面積 1.9

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.0

・後継者がいない農地については大規模な耕作者に集約するが、自給農家もいるため具体的な目標はない。

現状の集積率 11 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

・集落内での都市化が進んでおり、農業はあまり行われていない。
・耕作者の高齢化。

・農業が行われているエリアについては、水稲が中心。
・後継者がいない農地については大規模な耕作者に集約する。
・自給農家はそのまま継続して耕作する。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

・農業が行われているエリアについては、水稲が中心。
・後継者がいない農地については大規模な耕作者に集約する。
・自給農家はそのまま継続して耕作する。

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）
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・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。

（２）農地中間管理機構の活用方法

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 14年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

認農 （株）アグリサポートおうみ冨士 水稲、麦、大豆、野菜 0.2 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.2 0.0

計 1経営体 0.2 0.0 0.2 0.0
注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）



　行畑

1

2

3

4

5

6
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11



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

現行の大規模耕作者による更なる集約化

現状の集積率 86 ％ 将来の目標とする集積率 86

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

集落内の耕作者は年々減少傾向にあり、大部分を認定農業者に耕作していただいている状況である。今後も耕作
者の高齢化等により、認定農業者への集約化が進むことが予想される。

集落内の耕作者も認定農業者も水稲を主要作物としており、今後もその傾向にある。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

認定農業者への集約化が進むと思われるが、集落内農地の基盤整備ができていない状況もあり、現状の利用を継
続する。

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

0.0

0.0

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 1.4

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 1.4

②　田の面積 1.4

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.0

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

野洲地区

（久野部）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（第　　回）



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 1
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha

注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。

計 1経営体 1.2 0.0 1.2 0.0

認農 森　賢一 水稲、麦、大豆、野菜 1.2 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.2 0.0

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。

（２）農地中間管理機構の活用方法



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目



　久野部

1

2

3



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

野洲地区

（山出、東林寺、前田、小中小路、大中小路）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（第　　回）

10.1

6.5

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 58.4

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 58.4

②　田の面積 58.3

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.1

現行の大規模耕作者による更なる集約化

現状の集積率 55 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

大規模耕作者に農地が集積されている。
・畦を取るなどし複数田を一枚にして集約化できるかが課題。

・農業が行われているエリアについては、水稲が中心。
・高収益作物を推進する。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

・高収益作物を推進する。
・低コスト化、高付加価値化、複合化

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14
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・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。

（２）農地中間管理機構の活用方法

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

認農 竹内　昇 水稲、麦、大豆、野菜 1.2 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.2 0.0
認農 市木　和雄 水稲、麦、大豆、野菜 20.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 26.5 0.0
認農 株式会社アグリサポートおうみ冨士 水稲、麦、大豆、野菜 10.7 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 10.7 0.0
集 山出集落営農組合 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

集 東林寺集落営農組合 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

集 グリーンカルチャー大中 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

集 小中小路営農組合 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

集 前田営農組合 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

計 8経営体 31.9 0.0 38.4 0.0
注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）
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１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

野洲地区

（南櫻）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（第　　回）

0.0

0.0

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 72.8

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 72.8

②　田の面積 72.8

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.0

集団化（集約化）に関する目標は達成している。

現状の集積率 99 ％ 将来の目標とする集積率 99

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

・農地は既に圃場整備事業（一部は大区画）を終えており、一集落一農場方式による集落営農で取り組んでいる。
・組合員数は85名で、組合員が班別に応じた出役を原則として作業に取り組んでいるが、役員等（特に在宅者）に負
担が偏ることが少なくない状況である。
・耕作放棄地はない。
・農業用施設や農業機械については、集落営農組織が全て管理している。

・ブロックローテーションによる水稲・小麦・大豆の生産方式が確立しており、これを継続していく。
　ただし、小麦・大豆の転作面積については、米の消費状況に応じて見直しを行っていく。
・乾田直播栽培による、低コスト化・高効率作業化への取組みを行っていく。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

一集落一農場方式による集落営農で取り組んでいく。

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14
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・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。

（２）農地中間管理機構の活用方法

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

集 南櫻農業生産組合 水稲、麦、大豆、野菜 72.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 72.3 0.0

計 1経営体 72.3 0.0 72.3 0.0
注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）



　南櫻

1

2



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

野洲地区

（北桜）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（第　　回）

0.8

0.0

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 47.6

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 47.6

②　田の面積 47.6

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.0

現行の大規模耕作者による更なる集約化

現状の集積率 66 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

大規模耕作者に農地が集積されている。
・畦を取るなどし複数田を一枚にして集約化できるかが課題。

・農業が行われているエリアについては、水稲が中心。
・高収益作物を推進する。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

・高収益作物を推進する。
・低コスト化、高付加価値化、複合化

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14
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・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。

（２）農地中間管理機構の活用方法

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

認農 坂口　茂 水稲、麦、大豆、野菜 30.8 0.0 水稲、麦、大豆 30.8 0.0
認農 ㈱　グリーンちゅうず 水稲、麦、大豆、野菜 0.4 0.0 水稲、麦、大豆 0.4 0.0
認農 株式会社アグリサポートおうみ冨士 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0 水稲、麦、大豆 0.3 0.0
集 北桜農業生産組合 水稲、麦、大豆、野菜

計 4経営体 31.5 0.0 31.5 0.0
注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）
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１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

野洲地区

（上町、下町、江部）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（第　　回）

19.7

16.6

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 38.0

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 37.6

②　田の面積 38.0

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.0

更なる集約化（団地数の半減及び団地面積の拡大）を進める。

現状の集積率 43 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

・主要な農業者の高齢化が進んでいて、農業継続が危ぶまれている。
・新たな農業の担い手の確保が必要。

地域外から希望する認定農業者や認定新規就農者を受け入れ、さらに農業を担う者を募り、地域全体で農地を利
用する仕組みの整備を進める。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

・農地バンクへの貸付けを進めつつ、担い手（近隣の認定農業者等）への農地の集積・集約化を進めることを基本と
しつつ、担い手の農作業に支障がない範囲で農業を担う者により農地利用を進める。
・地域外から希望する認定農業者や認定新規就農者を受け入れ、さらに農業を担う者を募り、地域全体で農地を利
用する仕組みの整備を進める。

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14
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農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

農地の大区画化・汎用化等の基盤整備を2034年頃までに近隣集落と連携して計画する（今後の状況の変化を踏ま
えて検討する）。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

地域内外から多様な経営体を募り、その意向を踏まえながら担い手として育成していくため、市及びJA等の関係機
関と連携し、相談から定着まで切れ目なく取り組んで行く。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

担い手を中心に集積・集約化を進め、団地面積の拡大を農地利用最適化推進委員と農地相談員と調整し、農地バ
ンクを通じて進める。

（２）農地中間管理機構の活用方法

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

作業の効率化が期待できる防除作業は、(株)アグリサポートおうみ冨士への委託を進める。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

農業の継続に向けて、若者が就農したくなるような「儲かる農業」、「楽しめる農業」を目指し、必要な人材を募集・育
成していく。

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

認農 森　賢一 水稲、麦、大豆、野菜 0.7 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.7 0.0
認農 清水　稔 水稲、麦、大豆、野菜 1.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.1 0.0
認農 梅影　英治 水稲、麦、大豆、野菜 0.9 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.9 0.0

0.8 0.0
1.1 0.0 1.7 0.0

認農 苗村　善明 水稲、麦、大豆、野菜 0.5 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 岩井　章智 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

1.7 0.0
認農 角　亨 水稲、麦、大豆、野菜 0.2 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.2 0.0
認農 山本　芳隆 水稲、麦、大豆、野菜 1.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

0.3 0.0
認農 （株）グリーンちゅうず 水稲、麦、大豆、野菜 3.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 3.3 0.0
認農 小森　貴夫 水稲、麦、大豆、野菜 1.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

11.2 0.0
認農 びわこオーガニックファーム（株） 水稲、麦、大豆、野菜 0.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.0 0.0
認農 (株)アグリサポートおうみ冨士 水稲、麦、大豆、野菜 6.4 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

10.1 0.0
集 下町生産組合 水稲、麦、大豆、野菜

認農 （株）IWAI　FARM 水稲、麦、大豆、野菜 0.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

計 14経営体 16.4 0.0 33.0 0.0

集 下町集落営農組合 水稲、麦、大豆、野菜

注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

※　下町
※　下町
※　下町

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

※　下町

番号 事業体名 （氏名・名称） 作業内容 対象品目

1 下町集落営農組合 耕運、植付、収穫、草刈、肥料農薬散布 水稲
2 下町農業組合 あぜぬり、溝切 水稲
3 下町生産組合 耕運、植付、肥料農薬散布 麦、大豆

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） 29 うち計画同意者数（人・％） 22 (76%)
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１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

野洲地区

（中北）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（第　　回）

2.4

2.4

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 22.5

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 22.5

②　田の面積 22.5

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.0

権利設定されていない農地や、どこの集落が管理しているのかわからない農地を４集落（中北、上町、下町、江部）
で埋めていきたい。

現状の集積率 89 ％ 将来の目標とする集積率 89

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

・現在、認定中北地区の農地（水田）は認定農家で確定している。
・10年前より農地の集積に取り組んできている。
・今後、地主に協力を得て耕作者同士で話し合いをしていきたい。

・農地の集積をして用排水路及び農道の管理をしていきたい。
・農地の大規模化（100aを目標）をしていきたい。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

・新規就農者等の新しい担い手を育成・継続しての農業が出来る体制づくり
・現状の農村風景の存続

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14
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・農地中間管理機構を活用し集積していきたい。

（３）基盤整備事業への取組

畦畔を取り除き、排水路を暗渠化していきたい。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

地域内外から多様な経営体を募り、その意向を踏まえながら担い手として育成していくため、市及びJAと連携し、相
談から定着まで切れ目なく取り組んでいく。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

担い手を中心に集積・集約化を進め、団地面積の拡大を農地利用最適化推進委員と農地相談員と調整し、農地バ
ンクを通じて進める。

（２）農地中間管理機構の活用方法

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

作業の効率化が期待できる防除作業は、委託を進める。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

環境こだわり米に取り組み、安心安全な作物を栽培し、海外への近江米の輸出を目指す。

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

認農 清水　稔 水稲、麦、大豆、野菜 8.7 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 9.3 0.0
認農 苗村　善明 水稲、麦、大豆、野菜 0.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.6 0.0
認農 山本　芳隆 水稲、麦、大豆、野菜 6.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 6.6 0.0

1.6 0.0
1.9 0.0 1.9 0.0

認農 小森　貴夫 水稲、麦、大豆、野菜 1.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 株式会社グリーンちゅうず 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

2.4 0.0
集 アグリ妓王生産組合 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

認農 びわこオーガニックファーム株式会社 水稲、麦、大豆、野菜 0.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

計 7経営体 20.0 0.0 22.4 0.0
注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目

1 アグリサポート 肥料・農薬散布 水稲、麦、大豆
2 アグリサポート 麦、大豆の刈り取り 水稲、麦、大豆
3 レーク滋賀 水稲、麦、大豆の乾燥 水稲、麦、大豆

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） 30 うち計画同意者数（人・％） 25 (83%)
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１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

担い手が利用する農地面積の団地数及び面積は、ほとんどない。関係者の理解を求め、集約化・団地化を進める。

現状の集積率 69 ％ 将来の目標とする集積率 69

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

・現在、70歳以上の農家が16名のうち９名を占めており、後継者がいたとしても、耕作面積は減少する。そのため、
新たな農地の受け手が必要である。
・北地区は大雨になると浸水する場所があり、被害が出る可能性があるため、集約化が難しい。
・地域の活性化や担い手の確保のためにも、集約化が必要。しかし、圃場の状況（暗渠や湿田など）により難しいた
め、新たに土地改良を行うことが必要。

・米作が中心であるため、環境こだわり農産物を段階的に有機農業に切り替え、団地化を形成する。
・地域外から希望する認定農業者や新規就農者を受け入れ、また農業を担う者を募り、地域全体で農地を利用でき
る仕組みが必要。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

農地バンクへの貸付けを進めつつ、担い手への農地の集約化を基本としながら、担い手の農作業に支障がない範
囲で農業を担う者により農地利用を進める。

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

5.8

5.0

52.0

29.0

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 75.6

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 75.5

②　田の面積 75.4

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.2

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

野洲地区

（北）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（第　　回）



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 3
ha ha ha ha 7
ha ha ha ha 9
ha ha ha ha 12
ha ha ha ha 13
ha ha ha ha 17
ha ha ha ha 19
ha ha ha ha 21 10ha希望

ha ha ha ha 25
ha ha ha ha 裏作

ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha 15

注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。

計 10経営体 51.8 0.0 56.8 0.0

6.6 0.0
認農 株式会社　シゲタカ 水稲、麦、大豆、野菜 0.9 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.9 0.0
認農 株式会社　グリーンちゅうず 水稲、麦、大豆、野菜 5.7 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

10.4 0.0
認農 角　亨 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0
認農 山本　芳隆 水稲、麦、大豆、野菜 9.7 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

4.8 0.0 6.3 0.0
認農 堀　文男 水稲、麦、大豆、野菜 3.5 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 松野　久和 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

認農 苗村　善明 水稲、麦、大豆、野菜 11.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 11.7 0.0
3.7 0.0

認農 梅影　英治 水稲、麦、大豆、野菜 11.4 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 12.0 0.0
認農 田中　誠治 水稲、麦、大豆、野菜 3.9 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 4.9 0.0

➁環境こだわり農産物（水稲）を段階的に有機農業（きらみずき）に切り替えていく。

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

作業の効率化が期待できる防除作業は、委託を進める。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

担い手の経営意向を踏まえ、段階的に集約する。その際、農地利用最適化推進委員及び農地相談員と調整し、所
有者の貸付意向時期に配慮しながら農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

農地の大区画化（30a以上）や暗渠の整備などが必要。そのため、地権者の理解を求める。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

地域外から、農業者・農業経営体を募る。市やJAと連携し、相談から定借まで取り組んでいく。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

担い手を中心に集積・集約化を進め、団地面積の拡大を農地利用最適化推進委員と農地相談員と調整し、農地バ
ンクを通じて進める。

（２）農地中間管理機構の活用方法

利用者 白井　勝己 水稲、麦、大豆、野菜 4.5 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 4.8 0.0

北集落営農組合 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜集



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）

2 (株)アグリサポートおうみ冨士 農作業全般・防除作業 水稲・麦

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目

1 (株)グリーンちゅうず 農作業全般 水稲・麦



　北

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15
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１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

野洲地区

（上屋）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）

14.9

5.6

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 71.1

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 71.1

②　田の面積 71.1

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.0

現行の大規模耕作者による更なる集約化

現状の集積率 74 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

大規模耕作者に農地が集積されている。
・畦を取るなどし複数田を一枚にして集約化できるかが課題。

・農業が行われているエリアについては、水稲が中心。
・高収益作物を推進する。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

・高収益作物を推進する。
・低コスト化、高付加価値化、複合化

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14
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ha ha ha ha

・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。

（２）農地中間管理機構の活用方法

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

認農 森　賢一 水稲、麦、大豆、野菜 2.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 2.3 0.0
認農 梅影　英治 水稲、麦、大豆、野菜 5.2 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 5.1 0.0
認農 田中　誠治 水稲、麦、大豆、野菜 1.9 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 2.0 0.0

3.6 0.0
0.4 0.0 0.6 0.0

認農 苗村　善明 水稲、麦、大豆、野菜 5.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 堀　文男 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

2.7 0.0
認農 岩井　章智 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0
認農 松野　久和 水稲、麦、大豆、野菜 1.7 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

2.0 0.0
認農 角　亨 水稲、麦、大豆、野菜 0.9 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.9 0.0
認農 山本　芳隆 水稲、麦、大豆、野菜 2.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

0.3 0.0
認農 (株)グリーンちゅうず 水稲、麦、大豆、野菜 2.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.5 0.0
認農 岡田　隆 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

32.3 0.0
認農 (株)シゲタカ 水稲、麦、大豆、野菜 0.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.1 0.0
認農 (株)アグリサポートおうみ冨士 水稲、麦、大豆、野菜 29.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

計 16経営体 52.6 0.0 58.2 0.0

2.4 0.0

集 上屋営農組合 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

認農 (株)IWAI　FARM 水稲、麦、大豆、野菜 0.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

下町集落営農組合集

注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。

水稲、麦、大豆、野菜 0.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 3.1 0.0



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）
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１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

現行の大規模耕作者による更なる集約化

現状の集積率 6 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

大規模耕作者に農地が集積されている。
・畦を取るなどし複数田を一枚にして集約化できるかが課題。

・農業が行われているエリアについては、水稲が中心。
・高収益作物を推進する。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

・高収益作物を推進する。
・低コスト化、高付加価値化、複合化

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

5.6

0.5

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 11.4

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 10.3

②　田の面積 11.1

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.3

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

野洲地区

（辻町）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 2
ha ha ha ha 23
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha

注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。

計 2経営体 0.7 0.0 1.2 0.0

認農 森　賢一 水稲、麦、大豆、野菜 0.7 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.0 0.0
認農 角　亨 水稲、麦、大豆、野菜 0.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.2 0.0

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。

（２）農地中間管理機構の活用方法



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目



　辻町

＋ 耕作者未定

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

野洲地区

（冨波甲）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）

8.3

8.1

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 40.9

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 40.9

②　田の面積 40.9

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.0

・冨波甲地先の地権者の殆どが冨波甲在住の者であり、その保有圃場の大部分を一者の大規模認定農業者（現農
業組合長）が耕作し、数反を地主が耕作している。今後は、後者の圃場もその認定農業者及びその家族が耕作する
ことになると考える。
・ただ、小字仲ノ町は、五之里、冨波乙などの耕作者が入り混じっており、高額な地代が提示されるケースがあるな
ど、混沌とした状況にある。地元である冨波甲がその渦中に入り調整することは困難であるため、農地中間管理機
構等により調整が図られることを期待している。

・冨波甲の地権者の了解のもと、６反から１０反を一枚とする農地一体化を促進し、均平作業も行い水張りの均一化
や省力化にも取り組んでいる。
・大型機械を積極的に導入、特にトラクターなどのロボット化を進め、低燃費、環境を優先する事も重要視しており、
農薬などの散布比率を落とし、地力の活用を念頭に置き生産している。今後はこの取り組みを更に進める中、収量
の向上にも力を入れたい。
・ただ冨波甲は地権者との対話や意見交換の中で入水や水張り、品種の団地化も進めている状況で他の認定農業
者等の受け入れは考えにくい。



２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 1
ha ha ha ha 5
ha ha ha ha 6
ha ha ha ha 10
ha ha ha ha 12
ha ha ha ha 13

ha ha ha ha

現地の集落の意見を最優先に考える農地中間管理機構の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

前述のとおり、他の認定農業者等の受け入れは考えにくい。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

すでに最大限集約化を行っているが、更なる集約化に向けて現在進行形で取り組んでいる。

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

現状以上の集積、集団化を図るためには、他字や他の組織からの換地や借入等しか方策はないと考える。農地中
間管理機構等により適正な判断・調整が図られることを期待している。

（２）農地中間管理機構の活用方法

現状の集積率 76 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

・現状の大規模認定農業者（現農業組合長）で今後も進み、その親族間で世代交代を行えるので、担い手の確保に
関する不安は無い。
・出来ればもう少し近隣でまとまった圃場を管理し、５年後次世代への承継をきっかけに法人化して経営安定と福利
厚生向上を図る。それと同時に個人事業との差別化も行う。

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・玄米集荷や小麦、大豆は全てJAに搬入しており、ヘリ防除の実施、種子・農薬など農業資材の購入が取組の中心
である。
・機体の修理や圃場の均平などは全て１者の大規模認定農業者（現農業組合長）が受け持つ特異な地域であり、地
権者負担としないことが重要であると考えている。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

機械のロボット化の促進、圃場管理のIOTの活用をしており、将来的にはドローンでの圃場管理を目指す。

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

認農 森　賢一 水稲、麦、大豆、野菜 2.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 2.6 0.0
認農 岩井　章智 水稲、麦、大豆、野菜 1.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.0 0.0
認農 角　亨 水稲、麦、大豆、野菜 26.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 32.6 0.0

0.6 0.0
0.6 0.0 0.6 0.0

認農 川﨑　権藏 水稲、麦、大豆、野菜 0.9 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 （株）グリーンちゅうず 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

1.9 0.0認農 (株)IWAI　FARM 水稲、麦、大豆、野菜 0.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

計 6経営体 31.2 0.0 39.3 0.0
注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）



　冨波甲①

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13



　冨波甲②

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13



白紙



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

野洲地区

（冨波乙）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）

5.9

3.5

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 12.9

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 12.9

②　田の面積 12.9

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.0

隣接地の担い手への集約を図る。

現状の集積率 64 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

冨波乙集落の農地の耕作者は、年々減少の一途をたどり、現在10名ほどとなっている。今後も高齢化により隣接地
域の担い手への委譲が進むものと思われる。

隣接地の担い手への委譲が進むことから、小麦・大豆・野菜・果樹等の作付けが進むものと思われる。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

隣接地の担い手による集積を進める。

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 1
ha ha ha ha 2
ha ha ha ha 3
ha ha ha ha 6
ha ha ha ha 7
ha ha ha ha 8
ha ha ha ha 裏作

ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha

・農地中間管理機構を通じて集積を図る。

（３）基盤整備事業への取組

所有者の同意を得ながら区画の大規模化を推進する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

新たな新規就農者の育成に取り組む。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

集積率の達成と作物別の団地化を目標とする。

（２）農地中間管理機構の活用方法

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

防除作業等については、委託を進める。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

認農 森　賢一 水稲、麦、大豆、野菜 0.5 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.5 0.0
認農 岩井　章智 水稲、麦、大豆、野菜 1.2 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.4 0.0
認農 角　亨 水稲、麦、大豆、野菜 2.5 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 3.1 0.0

0.4 0.0
1.4 0.0 1.2 0.0

認農 (有)南出農園 水稲、麦、大豆、野菜 0.4 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 (株)アグリサポートおうみ冨士 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

5.1 0.0
集 冨波乙営農組合 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

認農 （株）IWAI　FARM 水稲、麦、大豆、野菜 2.2 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

計 7経営体 8.2 0.0 11.7 0.0
注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）



　冨波乙

1

2

3

4

5

6

7

8



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

現行の大規模耕作者による更なる集約化

現状の集積率 56 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

大規模耕作者に農地が集積されている。
・畦を取るなどし複数田を一枚にして集約化できるかが課題。

・農業が行われているエリアについては、水稲が中心。
・高収益作物を推進する。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

・高収益作物を推進する。
・低コスト化、高付加価値化、複合化

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）

27.9

15.0

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 36.1

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 36.1

②　田の面積 36.1

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.0

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

地域名
（地域内農業集落名）

野洲地区

（五之里）



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 1
ha ha ha ha 2
ha ha ha ha 3
ha ha ha ha 4
ha ha ha ha 5
ha ha ha ha 6
ha ha ha ha 7
ha ha ha ha 8

ha ha 裏作

ha ha ha ha

角　亨

注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。

計 9経営体 20.3 0.0 35.3 0.0

認農 0.0 0.0
㈱ＩＷＡＩ　ＦＡＲＭ

0.1 0.0㈱きたなかふぁーむ

水稲、麦、大豆、野菜五之里集落営農組合

0.0

0.0 0.0 0.6 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 1.4 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認就 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜野谷　曜司
認農 水稲、麦、大豆、野菜

0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 2.9 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 12.1 0.0岩井　章智

0.0
1.4

認農 水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

森　賢一

㈱グリーンちゅうず
㈱アグリサポートおうみ冨士

認農 水稲、麦、大豆、野菜 1.2 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.7

・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。

（２）農地中間管理機構の活用方法

0.4 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.4

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

2.4 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 2.4 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 12.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 16.6 0.0

水稲、麦、大豆、野菜

集 水稲、麦、大豆、野菜



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目



　五之里

1

2

3

4

5

6

7

8

9



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

現行の大規模耕作者による更なる集約化

現状の集積率 64 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

現在農家38軒、年齢構成50歳未満２名、60歳代３名、70歳代23名、80歳代1名、水田37名、果樹1名、水田の起伏が
あり殆どが土の畔、給水はため池と深井戸ポンプの為、畔の除草作業と給水管理が必要である。未整備田約170
反、整備田約640反未整備田の耕作は約90反、放棄田・保全管理田役80反で年々放棄田・保全管理田が増加して
おり15年後には未整備田の殆どが放棄・保全管理状態になる見込み。整備田についても5年後約150反の耕作田の
処理が必要。

現在の農地を守って行くには、地域の担い手を養成すべきであるが当地域だけでは無理であり、他の地域からの参
画が必要であり、検討して行く。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

・高収益作物を推進する。
・低コスト化、高付加価値化、複合化

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

12.9

6.2

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 60.2

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 59.1

②　田の面積 58.7

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.4

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

野洲地区

（大篠原）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 5
ha ha ha ha 6
ha ha ha ha 28
ha ha ha ha 30
ha ha ha ha 34
ha ha ha ha 40
ha ha ha ha 41
ha ha ha ha 42
ha ha ha ha 43
ha ha ha ha 裏作

ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha

注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。

計 10経営体 38.7 0.0 44.9 0.0

集 大篠原農業組合 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

2.6 0.0
認農 (株)南農園 水稲、麦、大豆、野菜 0.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.6 0.0
認農 (株)アグリサポートおうみ冨士 水稲、麦、大豆、野菜 2.9 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

5.3 0.0
認農 加藤　弘司 水稲、麦、大豆、野菜 0.5 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.5 0.0
認農 （株）グリーンちゅうず 水稲、麦、大豆、野菜 5.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

2.2 0.0 2.8 0.0
認農 苗村　司郎 水稲、麦、大豆、野菜 13.8 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 岡田　隆 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

認農 竹内　吉則 水稲、麦、大豆、野菜 5.9 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 7.6 0.0
16.8 0.0

認農 坂口　茂 水稲、麦、大豆、野菜 0.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.8 0.0
認農 岡田　茂次 水稲、麦、大豆、野菜 7.8 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 7.9 0.0

地域による鳥獣被害対策の集落点検マップ（侵入防止柵や檻の設置状況、放置果樹や目撃・被害発生場所等）づく
りや、連絡網の整備や新たな捕獲人材を募集していく。

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

裏作の刈り取り、無人ヘリによる防除作業等委託している。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

当地域では、農地の起伏が有り大区画化は困難であるが今後検討して行く予定である。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

生産調整の周期を３年にして区域割を明確にして集約化しやすくする。

（２）農地中間管理機構の活用方法



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目



　大篠原

＋ 耕作者未定

1 30

2 31

3 32

4 33

5 34

6 35

7 36

8 37

9 38

10 39

11 40

12 41

13 42

14 43

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

地域名
（地域内農業集落名）

野洲地区

（小堤）

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）

1.7

1.3

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 28.3

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 28.3

②　田の面積 28.3

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.0

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

現行の大規模耕作者による更なる集約化

現状の集積率 83 ％ 将来の目標とする集積率 83

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

大規模耕作者に農地が集積されている。
・畦を取るなどし複数田を一枚にして集約化できるかが課題。

・農業が行われているエリアについては、水稲が中心。
・高収益作物を推進する。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

・高収益作物を推進する。
・低コスト化、高付加価値化、複合化

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 3
ha ha ha ha 8
ha ha ha ha 9

裏作

ha ha ha ha

7.8 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 8.7

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。

（２）農地中間管理機構の活用方法

0.0認農 水稲、麦、大豆、野菜

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

岡田　隆
㈱グリーンちゅうず
㈱アグリサポートおうみ冨士

小堤営農組合

認農 水稲、麦、大豆、野菜 15.2 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 15.6 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.6 0.0

集

計 4経営体 23.6 0.0 24.9 0.0
注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）



　小堤

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

　1～2圃場の拡大は可能であるが、それ以上の拡大は不可能と考える。

現状の集積率 89 ％ 将来の目標とする集積率 89

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

【現状】　入町の農業は、50歳（地域外居住）、65歳、67歳、72歳、86歳の計5名及び農事組合法人入町営農組合と
（株）アグリサポートおうみ富士の7者で耕作している。耕作は区域の約70%を入町営農組合が行っている。 しかしイ
ノシシ被害が全地域に拡大、耕作者の耕作意欲が減衰してきている。
【課題】　入町区域の農業後継者は、県外居住者が多く、昨今の定年延長施策から定年後の帰省と、その後の農業
従事はあまり期待できない。故に10年後は、放棄田が出現すると考察できる。

　入町に住む農業従事者の平均年齢は70歳前半であることから、米作を継続するのが精一杯で、野菜、果樹、花き
等への転換意欲は低い。
 今後は米作の有機栽培への転換等が考えられるが、購入者への周知方法と販売価格の設定が課題である。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

　農事組合法人の集約率は約70%である。法人が機能不全となった場合、代替者を模索するしかない。今後は、JA、
行政等の関係者で新たな取り組み（営農団体の補強・新設、公的狩猟者の配置等）頂くこと以外は考えられない。

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）

3.2

0.9

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 31.8

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 31.8

②　田の面積 31.8

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.0

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

地域名
（地域内農業集落名）

野洲地区

（入町）



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 1
ha ha ha ha 6
ha ha ha ha 7

ha ha ha ha
注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。

計 3経営体 28.2 0.0 29.1 0.0

水稲、麦、大豆、野菜 5.8 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.9 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.9 0.0

0.0認農 水稲、麦、大豆、野菜

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

森　賢一
㈱アグリサポートおうみ冨士

農事組合法人　入町営農組合

認農 水稲、麦、大豆、野菜 5.8 0.0

・既に先人が農事組合法人を立ち上げ活用している。

（３）基盤整備事業への取組

・農業組合では用水路の更新を終えた。農事組合法人は、構成員・オペレーターの若返りに取り組んでいる。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・入町地域では、自治会、老人会、幼小中校生、保護者会が、地域の水路・道路の草刈り、清掃、浚渫活動に継続し
て取組んでいる。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・既に先人が農事組合法人を立ち上げ運営している。

（２）農地中間管理機構の活用方法

21.5 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 22.4

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・農作業の繁忙期には、既に（株）アグリサポート等の大規模耕作者に代掻き・刈取作業等を委託している。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

③GPS付き田植え機を導入をしている。
 ①鳥獣害防止対策について
 イノシシは、南に接する里山と西に接する光善寺川から侵入している。里山は近江八幡市、竜王町、野洲市に接
し、麓に神社、寺、住宅建ち私道（NTT）も設置され、防獣柵の設置は地域的に難しい。電気柵は、区域内を県道、市
道が通り圃場の入口は、県道、市道からとなっている。このことから、電気柵の設置は可能だが運用が難しくあきら
めの状況である。

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目



　入町

1

2

3

4

5

6





１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

地域名
（地域内農業集落名）

野洲地区

（長島）

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）

2.5

1.6

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 31.2

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 31.2

②　田の面積 31.2

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.0

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

　地権者と耕作者の利害関係等で困難ではあるが、現行の大規模耕作者による更なる集約化

現状の集積率 90 ％ 将来の目標とする集積率 90

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

　地域内の耕作面積の100％が他地域からの耕作者に依存しており、耕作者の高齢化が進み、後継者確保が課題
である。

　耕作者の受け入れ促進の為、集約化を図る必要がある。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

・集約化し耕作者の利便性を図るように考える。

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 1
ha ha ha ha 4
ha ha ha ha 5
ha ha ha ha 8
ha ha ha ha 9
ha ha ha ha 10
ha ha ha ha 12
ha ha ha ha 13
ha ha ha ha 14

ha ha ha ha

5.8 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 6.6 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 16.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 16.8 0.0

水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 1.7

0.8 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.8

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。

（２）農地中間管理機構の活用方法

0.0
1.7

認農 水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

田中　清蔵

岡田　茂次

小森　喜一

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.5 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.5 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.9 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.9 0.0

0.0

0.3 0.0 0.3 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 1.4 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜武浪　勘治
認農 水稲、麦、大豆、野菜

認農 0.5 0.0

0.0
白井　利幸

0.5 0.0白川　甚作

0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.7㈱グリーンちゅうず

計 9経営体 28.2 0.0 29.8 0.0
注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）



　長島

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

　5年後に再度見直しをし、大規模農家の2件が集約する。

現状の集積率 77 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

　現在耕作者11名うち2名が令和6年産小麦・大豆収穫完了時に離農。70歳以上の担い手農家3名で動けるうちは耕
作予定。機械が故障等した時には、離農予定者が数名いる。大規模農家の小森氏と田中氏が今後も面積拡大の予
定。

　米から野菜栽培の面積拡大。高木地区での野菜の直売所等の運営、加工品販売。米においては、畦畔除去など
で作業効率を上げる。直播また陸稲（マイコス米）への移行。大規模農家の法人化。新規就農者の育成。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

　現在の耕作者（他所の耕作者含む）が病気等で耕作できなった時は、小森、田中が協議し地域を決めて作業委託
を受ける。大口農家の2名が受けられない時は、グリーンちゅうず、アグリサポート近江富士に委託する。

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）

10.8

7.8

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 65.9

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 65.9

②　田の面積 65.4

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.5

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

地域名
（地域内農業集落名）

野洲地区

（高木）



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 2
ha ha ha ha 3
ha ha ha ha 4
ha ha ha ha 8
ha ha ha ha 9
ha ha ha ha 12
ha ha ha ha 13
ha ha ha ha 14
ha ha ha ha 19
ha ha ha ha 21
ha ha ha ha 22
ha ha ha ha 23
ha ha ha ha 24
ha ha ha ha 裏作

ha ha ha ha
注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。

計 14経営体 51.0 0.0 58.8 0.0

高木営農組合集 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.4 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.4 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.4 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.9 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

農事組合法人　入町営農組合

認農 3.5 0.0

0.0

㈱アグリサポートおうみ冨士

認農 水稲、麦、大豆、野菜 1.6 0.0

0.9 0.0

土田　美治
3.7 0.0武浪　勘治

0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.5

㈱イカリファーム

中道農園㈱中道唯幸

㈱グリーンちゅうず 水稲、麦、大豆、野菜 1.6

0.0

14.2 0.0 19.7 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 8.5 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜田中　清蔵
認農 水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.1 0.0

0.0
8.2

認農 水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

小森　喜一

森　賢一
田中　誠治
苗村　善明
中村　安司

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0

・地域計画の方針に従い、農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・小さい区画の圃場においては、少しずつ大きくしている。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・他地域から新規就農するために1農家に働きに来ている。女性も2名いる。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・大規模農家2名が協議し地域分けをしていく。

（２）農地中間管理機構の活用方法

1.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.9

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・小麦・大豆の刈り取り、乾燥、無人ヘリにおける防除

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

0.0

17.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 19.5 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 1.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.6 0.0

水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.5



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目



　高木

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

現行の大規模耕作者による更なる集約化

現状の集積率 62 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

大規模耕作者に農地が集積されている。
・畦を取るなどし複数田を一枚にして集約化できるかが課題。

・農業が行われているエリアについては、水稲が中心。
・高収益作物を推進する。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

・高収益作物を推進する。
・低コスト化、高付加価値化、複合化

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）

15.6

4.4

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 112.2

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 112.2

②　田の面積 11.9

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.3

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

地域名
（地域内農業集落名）

野洲地区

（小南）



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 5
ha ha ha ha 24
ha ha ha ha 29
ha ha ha ha 33
ha ha ha ha 41
ha ha ha ha 50
ha ha ha ha 51
ha ha ha ha 57
ha ha ha ha 59
ha ha ha ha 60
ha ha ha ha 62
ha ha ha ha 63
ha ha ha ha 67
ha ha ha ha 68
ha ha ha ha 裏作

ha ha ha ha

小南集落営農組合

注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。

計 15経営体 69.8 0.0 74.2 0.0

集
㈱シゲタカ

水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 1.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.4 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 1.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.1 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 2.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

㈱きたなかふぁーむ

認農 21.0 0.0

0.0

㈱アグリサポートおうみ冨士

認農 水稲、麦、大豆、野菜 2.8 0.0

2.3 0.0

25.8 0.0山本　和江

0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.8

㈱イカリファーム

中道農園㈱中道唯幸

白井　利幸 水稲、麦、大豆、野菜 3.0

0.0

12.4 0.0 12.8 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 11.5 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜山本　芳正
認農 水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜 1.3 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 9.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 10.0 0.0

0.0
11.2

認農 水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

白川　甚作

苗村　善明
奥野　登久次
北川　清次
神山　美佐子

認農 水稲、麦、大豆、野菜 1.3 0.0

・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。

（２）農地中間管理機構の活用方法

2.8 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.2

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

0.0

2.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 2.3 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.7 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.7 0.0

水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.8



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目



　小南

1 35

2 36

3 37

4 38

5 39

6 40

7 41

8 42

9 43

10 44

11 45

12 46

13 47

14 48

15 49

16 50

17 51

18 52

19 53

20 54

21 55

22 56

23 57

24 58

25 59

26 60

27 61

28 62

29 63

30 64

31 65

32 66

33

34



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

　現行の大規模耕作者による更なる集約化

現状の集積率 84 ％ 将来の目標とする集積率 84

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

　当地域は、2名の地元認定農業者と7名の農業者、および入り作農業者で耕作されている。現耕作者の平均年齢も
79才を超えており、5年～10年後にはほとんどの農地を入り作農業者に任せることになる。当地域は野洲川ダムの
末端になり、田植え時期の水不足の解消が必要である。また、水路の老朽化も課題となっている。

　当地域は、後継者がいなくなるため、入り作農業者に任せることになる。まず（2）の問題点を解決する必要がある。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

　農地パンクへの貸付けを進めつつ、担い手への農地の集積・集約化を基本としつつ、担い手の農作業に支障がな
い範囲で農業を担う者により農地利用を進める。

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）

8.6

2.3

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 81.4

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 81.4

②　田の面積 66.8

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 14.6

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

地域名
（地域内農業集落名）

中主地区

（比江）



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 1
ha ha ha ha 13
ha ha ha ha 21
ha ha ha ha 23
ha ha ha ha 24
ha ha ha ha 25
ha ha ha ha 28
ha ha ha ha 29
ha ha ha ha 30
ha ha ha ha 31
ha ha ha ha 34
ha ha ha ha 35
ha ha ha ha 36

ha ha ha ha
注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。

計 13経営体 68.2 0.0 70.5 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.8 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.8 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.9 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.3 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 15.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

㈱フェリーチェ

認農 22.7 0.0

0.0

㈱近江園田ふぁーむ

認農 水稲、麦、大豆、野菜 10.6 0.0

18.2 0.0

(有)南出農園
23.1 0.0㈱グリーンちゅうず

0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.5

㈱アグリサポートおうみ冨士

(有)ケイファーム
(有)クサツパイオニアファーム 水稲、麦、大豆、野菜 10.7

0.0

2.0 0.0 2.0 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.5 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜川端　隆介
認農 水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜 1.0 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 4.4 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 2.9 0.0

0.0
0.5

認農 水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

北脇　真吾

岩井　章智
臼井　修
平中　繁一
中川　伊平

認農 水稲、麦、大豆、野菜 1.0 0.0

・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて更新を検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。

（２）農地中間管理機構の活用方法

7.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 6.7

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・作業の効率化が期待できる防除作業はJAへの委託を進める。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

0.0

1.5 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.5 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0

水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 1.5



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目



　比江

＋ 耕作者未定

1 31

2 32

3 33

4 34

5 35

6 36

7 37

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

　現行の大規模耕作者による更なる集約化

現状の集積率 69 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

 　農業従事者の高齢化と減少により後継者がいないまま衰退の一途。野菜等の出荷件数も減り、家で消費するだ
けの収量を栽培する家庭菜園的な形態が増えている。ほとんどが農作業を委託し、集積・集約化を望んでいる。

　集積・集約化をできる限り進め、農作業委託先が効率的に作業を行える環境を整える。新規就農者の受け入れを
積極的に支援できる体制づくりを行う。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

　優良農地については大規模農業者への委託を進め、その他狭小地や畑地については家庭菜園として利用を図
る。

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）

0.7

0.4

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 12.1

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 12.1

②　田の面積 11.3

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.8

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

中主地区

（小比江）

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 10
ha ha ha ha 11
ha ha ha ha 12
ha ha ha ha 14
ha ha ha ha 15
ha ha ha ha 16

ha ha ha ha

中谷　征史
増田　誠治
㈱グリーンちゅうず

注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。

計 6経営体 8.4 0.0 8.8 0.0

0.0

0.1 0.0 0.1 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 2.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

北脇　真吾

認農 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 1.5 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.5 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 2.5 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 2.8 0.0

0.0
2.7

認農 水稲、麦、大豆、野菜

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

・後継者が不在で委託先が未定な農地は全て農地バンクを利用し、担い手の経営向上を踏まえたうえで段階的に集
約化する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・集積・集約化に向けて、農地相談員と調整し出来る限り農地バンクを利用した取り組みを行う。

（２）農地中間管理機構の活用方法

0.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.1

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・現稲作農業者の防除作業はJAに委託予定

㈱アグリサポートおうみ冨士 1.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.6 0.0
㈱近江園田ふぁーむ



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目



　小比江

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

中主地区

（北比江・乙窪）

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）

1.0

0.2

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 13.6

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 13.6

②　田の面積 10.1

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 3.5

　耕作者ごとに飛び地になっている農地を話し合いにより団地化する。

現状の集積率 52 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

　自作地農家の高齢化

　水稲が中心。ブロックローテーションを実施する。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

　大規模法人に集約

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 7
ha ha ha ha 9
ha ha ha ha 11

ha ha ha ha

㈱グリーンちゅうず
㈱アグリサポートおうみ冨士 0.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.1

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。

（２）農地中間管理機構の活用方法

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

北脇　真吾認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.8 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.0 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 6.2 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 6.2 0.0

0.0認農 水稲、麦、大豆、野菜

計 3経営体 7.1 0.0 7.3 0.0
注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）



　北比江・乙窪

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

中主地区

（吉地）

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）

3.8

0.9

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 17.3

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 17.3

②　田の面積 16.1

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 1.2

現行の大規模耕作者による更なる集約化

現状の集積率 83 ％ 将来の目標とする集積率 83

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

　吉地の耕作者が現在6名で、うち75歳以上が4名と農業組合活動に近い将来支障が生じる。

・転作地を利用して、にんにくや里芋などを生産販売する。
・水稲栽培では「きらみずき」などの売れる農作物づくりに取り組む。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

・吉地農業組合では小森氏に農地を集約する。

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 2
中川　信一 ha ha ha ha 6
中川　健司 ha ha ha ha 8
奥村　富正 ha ha ha ha 11
江波　光雄 ha ha ha ha 14

ha ha ha ha 18
ha ha ha ha 19

小森　貴夫 ha ha ha ha 21
中谷　征史 ha ha ha ha 22

ha ha ha ha 26
ha ha ha ha 27
ha ha ha ha 28
ha ha ha ha 30
ha ha ha ha 31

ha ha ha ha

水稲、麦、大豆、野菜 1.1 0.0

3.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 2.8 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.9 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 2.3 0.0

辻村　健
水稲、麦、大豆、野菜

㈱ケイファーム

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.1

0.7 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.7

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・みのり農園→小麦・水稲・大豆のドローン防除
・ケイファーム→大豆収穫

①鳥獣被害防止対策

・担い手からの集積の依頼があれば、農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・畦畔ブロックを一部撤去して農用地の大区画化。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・グリーンちゅうず、ケイファーム、小森氏などと良好な関係維持に努める。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・地権者の了解が得られた農地で、㈱グリーンちゅうず等の大規模農家間の土地交換による集積を図る。

（２）農地中間管理機構の活用方法

②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

南　敏孝

認農 水稲、麦、大豆、野菜

0.6 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.7 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.7 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 2.2 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.2 0.0

青木　徹

0.0
2.9

認農 水稲、麦、大豆、野菜

㈱アグリサポートおうみ冨士

水稲、麦、大豆、野菜

0.0

0.4 0.0 0.4 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 3.2 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

認農 0.6 0.0

0.0
㈱グリーンちゅうず認農 水稲、麦、大豆、野菜 1.1 0.0

0.3 0.0

0.4 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.6 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.2 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

㈱マークファーム

計 14経営体 14.4 0.0 15.3 0.0

㈱シゲタカ認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.2 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）



　吉地

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

現行の大規模耕作者による更なる集約化

現状の集積率 85 ％ 将来の目標とする集積率 85

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

大規模耕作者に農地が集積されている。
・畦を取るなどし複数田を一枚にして集約化できるかが課題。

・農業が行われているエリアについては、水稲が中心。
・高収益作物を推進する。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

・高収益作物を推進する。
・低コスト化、高付加価値化、複合化

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

3.7

3.8

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 25.2

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 25.1

②　田の面積 25.2

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.0

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

中主地区

（西河原）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 1
ha ha ha ha 2
ha ha ha ha 3
ha ha ha ha 4
ha ha ha ha 5
ha ha ha ha 6
ha ha ha ha 7

ha ha ha ha
注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。

計 7経営体 21.5 0.0 25.3 0.0

小森　貴夫
6.2

0.0

中川　信一
江波　光雄
辻村　健
北脇　真吾

認農 水稲、麦、大豆、野菜

1.9 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0
認農

0.0

12.4 0.0 13.7 0.0

水稲、麦、大豆、野菜 0.4 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.4 0.0

㈱シゲタカ

0.0認農 水稲、麦、大豆、野菜 1.9 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.9

認農 1.4 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 4.2 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜

【選択した上記の取組内容】

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。

（２）農地中間管理機構の活用方法

0.9 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.9

水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜㈱グリーンちゅうず
水稲、麦、大豆、野菜



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目



　西河原

1

2

3

4

5

6

7



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

中主地区

（比留田）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）

31.7

16.6

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 140.8

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 140.8

②　田の面積 139.6

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 1.2

現行の大規模耕作者による更なる集約化

現状の集積率 76 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

大規模耕作者に農地が集積されている。
・畦を取るなどし複数田を一枚にして集約化できるかが課題。

・農業が行われているエリアについては、水稲が中心。
・高収益作物を推進する。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

・高収益作物を推進する。
・低コスト化、高付加価値化、複合化

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 1
ha ha ha ha 2
ha ha ha ha 3
ha ha ha ha 5
ha ha ha ha 10
ha ha ha ha 15
ha ha ha ha 18
ha ha ha ha 19
ha ha ha ha 23
ha ha ha ha 25
ha ha ha ha 26
ha ha ha ha 27
ha ha ha ha 28
ha ha ha ha 29
ha ha ha ha 31
ha ha ha ha 32
ha ha ha ha 36
ha ha ha ha 37
ha ha ha ha 40
ha ha ha ha 41
ha ha ha ha 42
ha ha ha ha 裏作

ha ha ha ha

0.0
認農 築山　源太郎 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 6.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 8.0 0.0

辻村　健
水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜

12.1 0.0 12.5

1.7 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.7

水稲、麦、大豆、野菜 1.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.6

水稲、麦、大豆、野菜

9.8

0.3

水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.3

水稲、麦、大豆、野菜

・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。

（２）農地中間管理機構の活用方法

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.1

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

森　賢一
中川　信一
中川　健司
奥村　富正

認農 水稲、麦、大豆、野菜

4.1 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.8 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.8 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0

中村　和男

0.0

認農

0.0

23.1 0.0 25.5 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

鎌田　久徳

認農 5.0 0.0

水稲、麦、大豆、野菜

青木　徹
白井　利幸

0.6
0.0

水稲、麦、大豆、野菜

小森　真樹 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 2.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.3 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 2.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

㈱アグリサポートおうみ冨士

認農 中谷　征史 0.0

認農 小森　貴夫 1.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.6

0.0

認農 小森　友博 0.0

㈱グリーンちゅうず

0.1 0.0

㈱ケイファーム
認農 水稲、麦、大豆、野菜 9.4 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

2.3 0.0

0.3 0.0
0.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.0 0.0

0.0

認農

認農 ㈱シゲタカ 水稲、麦、大豆、野菜 38.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 49.5 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜㈱マークファーム

計 16経営体 107.5 0.0 124.1 0.0

3.4 0.0認農 みのり農園㈱ 水稲、麦、大豆、野菜 1.9 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

中道農園㈱ 中道唯幸　

比留田営農組合
0.0認農

集

水稲、麦、大豆、野菜



注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）



　比留田

＋ 耕作者未定

1 31

2 32

3 33

4 34

5 35

6 36

7 37

8 38

9 39

10 40

11 41

12 42

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

 農用地の集約化は達成できている。

現状の集積率 91 ％ 将来の目標とする集積率 91

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

・木部地区は米、麦、大豆の土地利用型農業が行われている。
・木部工区内水田の59％を木部住民が所有しており、そのうち95.6％を中心経営体である農事組合にしきの郷が耕
作している。他の41％の水田(他字住民所有）は主に近隣の認定農業者が耕作している。
･今後の課題としては、農事組合法人が安定的に経営継続できるよう人材育成（若手リーダー育成）や経営改善に
取り組む必要がある。

・米、麦、大豆を主要作物としつつ、パン用小麦、有機栽培など付加価値に向けた栽培に取り組む。
・農事組合法人にしきの郷や市内の認定農業者による安定的、持続的な農業経営を目指す。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

 小規模農家にも配慮しつつ農地中間管理事業による貸借を進め、引き続き（農）にしきの郷を中心に近隣の認定農
業者による農地利用を進める。

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

3.5

2.4

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 62.2

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 62.2

②　田の面積 61.9

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.3

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

中主地区

（木部）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 1
ha ha ha ha 3
ha ha ha ha 5
ha ha ha ha 10
ha ha ha ha 12
ha ha ha ha 13
ha ha ha ha 14
ha ha ha ha 15
ha ha ha ha 17
ha ha ha ha 18
ha ha ha ha 20

ha ha ha ha
注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。

計 11経営体 56.9 0.0 59.3 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 3.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜㈱シゲタカ 4.2 0.0
0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 4.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.0 0.0

農事組合法人　にしきの郷

川端　隆介
㈱グリーンちゅうず

認農 水稲、麦、大豆、野菜 36.7 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 37.6

水稲、麦、大豆、野菜

0.0 0.0

水稲、麦、大豆、野菜

4.3 0.0

0.5 0.0認農
北脇　真吾認農 2.4 0.0

水稲、麦、大豆、野菜

3.2 0.0
北脇　美代次 水稲、麦、大豆、野菜

0.0
0.4 0.0 0.4 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 1.9 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜中川　伊平
2.5白井　利幸

認農 水稲、麦、大豆、野菜 1.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.3 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.7 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.7 0.0

森　賢一

辻村　健
鎌田　久徳

認農 水稲、麦、大豆、野菜 5.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 5.1 0.0

③農作業の効率化を図るためＧＰＳなどを活用した農業用機械の積極的な導入を図る。
⑧（農）にしきの郷においては、多様な水稲栽培に対応するため育苗施設の更なる整備を進める。

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・他字所有水田における防除作業は、（株）アグリサポートおうみ冨士やニンジャワークステクノロジーズ（株）へ委託
を進める。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・農地耕作条件改善事業を活用し、老朽化した暗渠排水、溝畔などの改修を行う。（令和５～７年度）

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。

（２）農地中間管理機構の活用方法



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目



　木部

＋ 耕作者未定

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

　地域園場の土質が幾つかに分かれていることから、土質を考慮した適切な団地化の設定が必要である。図面に示
し、具体的な圃場数・面積等を確定することから進める。（今後、3年以内）

現状の集積率 40 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

　現在、認定農業者と自作農後継者と集落営農組合とで地域の農業が賄えず、入作者の耕作地が増加傾向にあ
る。 ・認定農業者の自地域で引受可能な農地面積はどれ程か。・自作農後継者が認定農業者として受け手として期
待できるのか。・集落営農として継続して人材確保をし、地域の担い手として存続できるのか。など考えると、集落営
農組合は早い時期を目標に法人経営に踏み切るべきかが課題である。

　地域の水稲栽培の有機農業であるシルキーライスは、シルキーライス生産出荷組合主導で、集落営農組合と一部
生産者で実施している。・油粕のみの施肥から、作業の負担軽減と経費削減のためより安価な施肥体系により、地
域全域で栽培に取り組めるようにすること。・芦屋市の米穀店への販売と給食センターへの供給のみならず、更なる
有利販売を目指すため、あらゆる手段を模索していく必要がある。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

　自作農の担い手を新規認定農業者へと育成しながら、集落営農組合は法人化することを模索し、地域の離農の受
け皿となるべきである。そうすることで、地域の農地の総合的な利用が可能となる。

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

8.4

7.6

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 54.9

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 54.9

②　田の面積 54.9

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.0

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

中主地区

（虫生）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 4
ha ha ha ha 16
ha ha ha ha 19
ha ha ha ha 20
ha ha ha ha 21
ha ha ha ha 25
ha ha ha ha 27
ha ha ha ha 28
ha ha ha ha 29
ha ha ha ha 裏作

ha ha ha ha

㈱シゲタカ

注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。

計 10経営体 22.1 0.0 29.7 0.0

6.5 0.0

0.2 0.0

集

㈱アグリサポートおうみ冨士

水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

集 水稲、麦、大豆、野菜 0.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜

虫生農業生産組合

水稲、麦、大豆、野菜

0.2 0.0

水稲、麦、大豆、野菜

認農
㈱グリーンちゅうず

0.0

虫生アグリグループ

0.6 0.0 0.6 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 9.4 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜川端　隆介

0.1 0.0

認農 3.2 0.0
水稲、麦、大豆、野菜

3.2 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.2 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 4.7 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 4.7 0.0

辻村　健
白井　利幸

認農 水稲、麦、大豆、野菜 3.9 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 4.8 0.0
9.4

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

北脇　真吾
白井　巳代治

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。

（２）農地中間管理機構の活用方法



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目



　虫生

＋ 耕作者未定

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

中主地区

（八夫）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）

16.1

9.8

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 92.2

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 92.0

②　田の面積 92.1

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.1

　担い手が利用する農地面積を令和20年度までには、32,000aまで拡大を進める。

現状の集積率 81 ％ 将来の目標とする集積率 81

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

　担い手への経営意向を踏まえ段階的に集約化する。

　八夫地区の認定農業者の拡充を図るとともに、地域外からの希望する認定農業者や認定新規就農者を受け入
れ、さらに農業を担う者を募り、地域全体で利用する仕組みの整備を進める。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

　担い手への農地の集積・集約化を基本としつつ、担い手の農作業に支障がない範囲で農業を担う者により農地利
用を進める。

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 3
ha ha ha ha 5
ha ha ha ha 18
ha ha ha ha 22
ha ha ha ha 23
ha ha ha ha 25
ha ha ha ha 29
ha ha ha ha 30
ha ha ha ha 31

ha ha ha ha

・担い手への経営意向を踏まえ、段階的に集約化する。

（３）基盤整備事業への取組

・八夫地区において、農地の大区画化・汎用化等の基盤整備を計画する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・地域内外から多様な経営体を募り、意向を踏まえながら担い手として育成していくため、市及びJAと連携していく。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・担い手を中心に集積・集約を進め団地面積の拡大を農地相談員と調整して進める。

（２）農地中間管理機構の活用方法

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・作業の効率化が期待できる防除作業はJA等への委託を進める。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.2 0.0
10.9

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

中川　伊平
白井　利幸

1.6 0.0
水稲、麦、大豆、野菜

1.6 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.2 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.0 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.5 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.5 0.0

臼井　修
平中　繁一

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.2

水稲、麦、大豆、野菜

17.4 0.0

水稲、麦、大豆、野菜

認農
川端　隆介

0.0

㈱近江園田ふぁーむ

41.7 0.0 48.0 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 10.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜北脇　真吾

0.1 0.0

認農

6.1 0.0

15.7 0.0㈱グリーンちゅうず

認農 水稲、麦、大豆、野菜 4.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.4 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜

㈱アグリサポートおうみ冨士

計 9経営体 75.0 0.0 84.8 0.0
注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）



　八夫

＋ 耕作者未定

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

現行の大規模耕作者による更なる集約化

現状の集積率 74 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

大規模耕作者に農地が集積されている。
・畦を取るなどし複数田を一枚にして集約化できるかが課題。

・農業が行われているエリアについては、水稲が中心。
・高収益作物を推進する。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

・高収益作物を推進する。
・低コスト化、高付加価値化、複合化

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

35.0

28.4

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 158.8

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 158.5

②　田の面積 151.1

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 7.7

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

中主地区

（野田）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 1
ha ha ha ha 3
ha ha ha ha 9
ha ha ha ha 22
ha ha ha ha 23
ha ha ha ha 37
ha ha ha ha 45
ha ha ha ha 46
ha ha ha ha 48
ha ha ha ha 52
ha ha ha ha 53
ha ha ha ha 56
ha ha ha ha 58
ha ha ha ha 59
ha ha ha ha 62
ha ha ha ha 63
ha ha ha ha

築山　源太郎

注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。

計 16経営体 118.2 0.0 146.6 0.0

1.2 0.0
認農 （株）マークファーム 水稲、麦、大豆、野菜 0.5 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 2.0 0.0
認農 ㈱近江園田ふぁーむ 水稲、麦、大豆、野菜 0.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

みのり農園㈱
中道農園㈱　中道唯幸

40.0 0.0
認農 ㈱アグリサポートおうみ冨士 水稲、麦、大豆、野菜 1.2 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.2 0.0
認農 (有)ケイファーム 水稲、麦、大豆、野菜 35.8 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

0.1 0.0

小森　貴夫 0.1 0.0

認農 ㈱グリーンちゅうず 水稲、麦、大豆、野菜 2.9 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 2.9 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜

0.1 0.0

水稲、麦、大豆、野菜

認農
小森　友博

0.0

中谷　征司

0.1 0.0 0.1 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 25.9 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜小森　真樹

0.6 0.0

認農 26.6 0.0
水稲、麦、大豆、野菜

35.2 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.8 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.8 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.7 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.7 0.0

森　賢一
青木　徹

認農 水稲、麦、大豆、野菜 4.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 3.6 0.0
30.1

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

宮本　恭夫
副田　勘次

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。

（２）農地中間管理機構の活用方法

0.0
1.4 0.0 1.4 0.0

認農
認農

水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜

16.6 0.0 26.6



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目



　野田

1 33

2 34

3 35

4 36

5 37

6 38

7 39

8 40

9 41

10 42

11 43

12 44

13 45

14 46

15 47

16 48

17 49

18 50

19 51

20 52

21 53

22 54

23 55

24 56

25 57

26 58

27 59

28 60

29 61

30 62

31 63

32



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

現行の大規模耕作者による更なる集約化

現状の集積率 80 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

　五条地域の総水田面積（白地除く）3,260ａの約67%は地域内耕作者5名（内2名認定農業者）で耕作をしている。残
りの33%は入り作農家（法人4、認定農業者4）でいずれも近隣地域が中心である。地域内耕作者5名の内4名は現状
70才以上で自作農地以外は契約解除して、地域内の若手認定農業者または入り作農家に集約していく予定で、認
定農家、法人からは集約化の了解を得ている。

　農振農用地は耕地整備が完了しており、農地は総面積を1,665aと1.595aに二分して水稲と、麦・大豆の生産調整を
一年毎に繰り返す方式で作付けする。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

農地バンクへの貸付けを進めつつ、担い手（認定農業者、法人）への農地の集積・集約化を基本としつつ、担い手の
農作業に支障がない範囲で農業を担う者により農地利用を進める。

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

3.6

2.3

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 32.9

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 32.9

②　田の面積 32.9

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.0

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

中主地区

（五条）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 1
ha ha ha ha 2
ha ha ha ha 3
ha ha ha ha 4
ha ha ha ha 8
ha ha ha ha 9
ha ha ha ha 10
ha ha ha ha 11
ha ha ha ha 12
ha ha ha ha 13
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha

小森　貴夫
築山　源太郎

㈱グリーンちゅうず

水稲、麦、大豆、野菜

注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。

計 10経営体 26.3 0.0 28.6 0.0

認農 ㈱IWAI　FARM 水稲、麦、大豆、野菜 0.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

1.0 0.0 1.0 0.0
認農

0.3 0.0

㈱アグリサポートおうみ冨士

水稲、麦、大豆、野菜

0.8 0.0
認農 （株）マークファーム

5.4 0.0
認農

水稲、麦、大豆、野菜

0.3 0.0
水稲、麦、大豆、野菜

0.3 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 5.4 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜

1.4 0.0

水稲、麦、大豆、野菜(有)ケイファーム

0.0
中谷　征司 0.5 0.0 0.5 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 3.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜 2.5 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 2.5 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.1 0.0

辻村　健
小森　友博

認農 水稲、麦、大豆、野菜 12.7 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 15.0 0.0
2.1

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

認農

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・作業の効率化が期待できる防除作業はみのり農園に委託をしている。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

・農地中間管理機構を中心に集積、集団化を進めていく中で、地権者の意向にも配慮が必要。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・地域内の担い手中心に面積拡大を進める中、個人経営から法人化を期待する。

（２）農地中間管理機構の活用方法



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目



 五条

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

中主地区

（安治）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）

20.1

18.9

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 105.8

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 105.8

②　田の面積 105.8

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.0

・現行担い手による更なる集約化

現状の集積率 75 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

　既に2つの大農家と1つの中農家により集積されている状況にある。また、入作についても2つの大農家で集積され
る状況にある。更なる効率化については、所有者が異なる圃場の一枚化（大区画化）の課題が残る。

　黒大豆などの高収益作物を推進する。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

・低コスト化、高付加価値化、複合化

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 1
ha ha ha ha 2
ha ha ha ha 5
ha ha ha ha 6
ha ha ha ha 裏作

ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha

・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・大区画化→異なる所有者の畔排除を可能にする。

（２）農地中間管理機構の活用方法

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

認農

（株）マークファーム

水稲、麦、大豆、野菜 2.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 3.2 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 32.5 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 38.7 0.0

小森　友博

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.8 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.8 0.0
55.4 0.0

(有)ケイファーム
中谷　征司

認農
安治農業生産組合

水稲、麦、大豆、野菜 43.8 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

集 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

計 5経営体 79.2 0.0 98.1 0.0
注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）



安治

1

2

3

4

5

6



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

現行の大規模耕作者による更なる集約化
団地面積の拡大

現状の集積率 58 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

 ①農業者の高齢化　②後継者不足

①水稲の有機栽培　②麦大豆栽培の面積拡大

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

①担い手に集約　②農事組合法人の若返り

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

10.1

6.8

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 45.4

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 45.4

②　田の面積 45.4

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.0

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

中主地区

（須原）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 1
ha ha ha ha 8
ha ha ha ha 9
ha ha ha ha 17
ha ha ha ha 20
ha ha ha ha 22
ha ha ha ha 23
ha ha ha ha 24
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha

川端　隆介 0.00.7

注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。

計 8経営体 26.3 0.0 33.1 0.0

認農 中野　喜浩 水稲、麦、大豆、野菜 15.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

農事組合法人　せせらぎの郷 1.8 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 7.1 0.0
認就 名取　健

15.5 0.0

水稲、麦、大豆、野菜

1.5 0.0
認農

認農 ㈱マークファーム
水稲、麦、大豆、野菜

0.8 0.0
水稲、麦、大豆、野菜

1.2 0.0水稲、麦、大豆、野菜

1.6 0.0

水稲、麦、大豆、野菜

1.8 0.0 1.8 0.0
認農

㈱グリーンちゅうず

水稲、麦、大豆、野菜 0.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

認農 中谷　征史 水稲、麦、大豆、野菜 0.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 5.2 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 4.9 0.0堀　彰男

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・麦大豆の刈取り。水稲麦大豆の無人へり防除委託。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

・農地中間管理事業の活用を検討する。
・担い手への経営意向を踏まえて段階的に集約化する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。
・市の関係課及びJAと連携し取り組んでいく。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。
・担い手を中心に集積・集約化に務める。

（２）農地中間管理機構の活用方法



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目



　須原

＋ 耕作者未定

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

中主地区

（下堤）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）

5.3

5.1

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 20.3

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 20.2

②　田の面積 18.2

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 2.1

現行の大規模耕作者による更なる集約化

現状の集積率 59 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

後継者不在の為、他集落の大型農家に耕作をお願いしている。
現在は耕作者1名。

将来は耕作者がいなくなる。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

・高収益作物を推進する。
・低コスト化、高付加価値化、複合化

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 1
ha ha ha ha 9
ha ha ha ha 11
ha ha ha ha 14
ha ha ha ha 15
ha ha ha ha 16
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha

・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。

（２）農地中間管理機構の活用方法

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

認農 小森　貴夫 水稲、麦、大豆、野菜 0.9 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.9 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.6 0.0川端　隆介
認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.4 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.4 0.0

5.2 0.0
𠮷川　久和

3.9 0.0 9.0 0.0
認農 ㈱グリーンちゅうず 水稲、麦、大豆、野菜 5.2 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 ㈱レイクスファーム 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

㈱マークファーム 1.0 0.0認農 水稲、麦、大豆、野菜 1.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

計 6経営体 12.0 0.0 17.1 0.0
注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）



　下堤

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

現行の大規模耕作者による更なる集約化

現状の集積率 38 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

大規模耕作者に農地が集積されている。
・畦を取るなどし複数田を一枚にして集約化できるかが課題。

・農業が行われているエリアについては、水稲が中心。
・高収益作物を推進する。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

・高収益作物を推進する。
・低コスト化、高付加価値化、複合化

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

22.0

3.9

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 66.2

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 66.1

②　田の面積 55.4

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 10.8

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

中主地区

（堤）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 2
ha ha ha ha 3
ha ha ha ha 16
ha ha ha ha 24
ha ha ha ha 26
ha ha ha ha 28
ha ha ha ha 裏作

ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha

注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。

計 7経営体 25.0 0.0 28.9 0.0

㈱マークファーム 0.3 0.0
集 堤営農組合 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜

0.0 0.0 0.3 0.0
認農 ㈱グリーンちゅうず 水稲、麦、大豆、野菜 20.8 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 ㈱レイクスファーム 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 3.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 5.1 0.0
22.0 0.0

川端　隆介

認農 中道農園㈱中道　唯幸 水稲、麦、大豆、野菜 0.8 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.8 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.4 0.0小森　貴夫

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。

（２）農地中間管理機構の活用方法



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目



　堤
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8
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１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

中主地区

（井口）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）

13.2

12.6

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 45.3

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 45.3

②　田の面積 40.4

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 4.9

・集約化を検討する。

現状の集積率 65 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

 地区での高齢化が進み今後の問題点となる。

 稲作中心で生産調整区域内では麦、大豆を作付けする。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

・地区では担い手がいなくなるが、農地利用を進める。

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14
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・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。

（２）農地中間管理機構の活用方法

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

認農 小森　貴夫 水稲、麦、大豆、野菜 1.4 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 2.0 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.4 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.4 0.0中谷　征史
認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.2 0.0

29.0 0.0
東　清一

4.3 0.0 6.4 0.0
認農 ㈱グリーンちゅうず 水稲、麦、大豆、野菜 20.4 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 ㈱ケイファーム 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

1.2 0.0
認農 ㈱アグリサポート 水稲、麦、大豆、野菜 0.0 0.0

水稲、麦、大豆、野菜

0.3 0.0
認農 (有)クサツパイオニアファーム 水稲、麦、大豆、野菜 1.2 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜

0.5 0.0
認就 堅田　信明 水稲、麦、大豆、野菜 1.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.1 0.0
認農 ㈱マークファーム 水稲、麦、大豆、野菜 0.2 0.0

0.9 0.0認農 ㈱シゲタカ 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

計 10経営体 29.4 0.0 42.0 0.0
注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）



　井口

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

現行の大規模耕作者による更なる集約化

現状の集積率 67 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

大規模耕作者に農地が集積されている。
・畦を取るなどし複数田を一枚にして集約化できるかが課題。

・農業が行われているエリアについては、水稲が中心。
・高収益作物を推進する。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

・高収益作物を推進する。
・低コスト化、高付加価値化、複合化

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

1.5

0.6

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 26.5

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 26.0

②　田の面積 24.8

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 1.7

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

中主地区

（六条）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 2
ha ha ha ha 3
ha ha ha ha 5
ha ha ha ha 6
ha ha ha ha 7
ha ha ha ha 9
ha ha ha ha 19
ha ha ha ha 23
ha ha ha ha 35
ha ha ha ha 36
ha ha ha ha 40
ha ha ha ha 裏作

ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha

注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。

計 12経営体 17.8 0.0 18.4 0.0

集 六条営農組合 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

0.3 0.0
認農 ㈱マークファーム 水稲、麦、大豆、野菜 0.2 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.2 0.0
認農 ㈱ケイファーム 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 ㈱グリーンちゅうず 水稲、麦、大豆、野菜 0.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.6 0.0
認農 東　清一 水稲、麦、大豆、野菜 8.2 0.0

1.1 0.0
認農 辻川　清太郎 水稲、麦、大豆、野菜 6.5 0.0

水稲、麦、大豆、野菜

6.8 0.0
認農 中谷　征史 水稲、麦、大豆、野菜 1.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜

8.2 0.0

0.2 0.0 0.2 0.0
認農 辻村　健 水稲、麦、大豆、野菜 0.1 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 小森　貴夫 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.2 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.2 0.0
0.1 0.0

江波　光雄

認農 南　敏孝 水稲、麦、大豆、野菜 0.4 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.4 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 0.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0中川　信一

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。

（２）農地中間管理機構の活用方法



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目



　六条
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１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

現行の大規模耕作者による更なる集約化

現状の集積率 49 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

大規模耕作者に農地が集積されている。
・畦を取るなどし複数田を一枚にして集約化できるかが課題。

・農業が行われているエリアについては、水稲が中心。
・高収益作物を推進する。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

・高収益作物を推進する。
・低コスト化、高付加価値化、複合化

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

42.6

22.9

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 208.8

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 208.8

②　田の面積 159.0

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 49.7

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

中主地区

（吉川）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 1
ha ha ha ha 2
ha ha ha ha 3
ha ha ha ha 4
ha ha ha ha 7
ha ha ha ha 8
ha ha ha ha 10

吉川　五助 ha ha ha ha 12
ha ha ha ha 14
ha ha ha ha 16
ha ha ha ha 18
ha ha ha ha 19
ha ha ha ha 21
ha ha ha ha 22
ha ha ha ha 24
ha ha ha ha 26
ha ha ha ha 27
ha ha ha ha 28
ha ha ha ha計 18経営体 102.1 0.0 125.0 0.0

3.8 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 2.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 2.6 0.0

認農 小森　貴夫 水稲、麦、大豆、野菜 3.8 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

㈱アグテコ

㈱アグリサポートおうみ冨士

みのり農園　㈱

0.7 0.0
認農 東　昇一 水稲、麦、大豆、野菜 0.4 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.7 0.0
認農 ㈱シゲタカ 水稲、麦、大豆、野菜 0.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

30.7 0.0
認農 ㈱マークファーム 水稲、麦、大豆、野菜 0.9 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.2 0.0
認農 ㈱レイクスファーム 水稲、麦、大豆、野菜 14.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

27.8 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 29.2 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜 3.5 0.0

㈱グリーンちゅうず

21.1 0.0
認農 吉川　久和 水稲、麦、大豆、野菜 11.0 0.0

水稲、麦、大豆、野菜

10.9 0.0
認農 吉川　昌孝 水稲、麦、大豆、野菜 20.2 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜

4.0 0.0

0.0 0.0 0.1 0.0
認農 川端　均 水稲、麦、大豆、野菜 0.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜吉川　太一

認農 水稲、麦、大豆、野菜 11.2 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 13.2 0.0
0.4 0.0

川端　隆介

認農 小森　真樹 水稲、麦、大豆、野菜 1.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 1.0 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 3.8 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 3.8 0.0東　敦志

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。

（２）農地中間管理機構の活用方法

0.4 0.0
0.9 0.0

認就 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0辻　佳典

認農
認農

水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜

水稲、麦、大豆、野菜

0.4 0.0
0.6 0.0

認農 水稲、麦、大豆、野菜



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）

注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目



　吉川Ａ

1

2

3

4

5

6

7

8

9
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11

12

13

14

15

16

17

18

19
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23

24

25

26

27

28

29

30



　吉川Ｂ

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30



　吉川Ｃ

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

現行の大規模耕作者による更なる集約化

現状の集積率 49 ％ 将来の目標とする集積率 80

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

大規模耕作者に農地が集積されている。
・畦を取るなどし複数田を一枚にして集約化できるかが課題。

・農業が行われているエリアについては、水稲が中心。
・高収益作物を推進する。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

・高収益作物を推進する。
・低コスト化、高付加価値化、複合化

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

5.3

5.1

（備考）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 31.5

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 31.5

②　田の面積 31.5

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 0.0

目標年度 令和14年度

市町村名
(市町村コード)

野洲市

25210

地域名
（地域内農業集落名）

中主地区

（菖蒲）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和7年3月31日

更新年月日
（　第　回　）



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

14

ha ha ha ha 5
ha ha ha ha 10
ha ha ha ha 16
ha ha ha ha 18
ha ha ha ha 19
ha ha ha ha 20
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha

注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。

計 6経営体 15.4 0.0 20.5 0.0

0.1 0.0認農 ㈱シゲタカ 水稲、麦、大豆、野菜 0.0 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

7.8 0.0 7.8 0.0
認農 ㈱レイクスファーム 水稲、麦、大豆、野菜 0.3 0.0 水稲、麦、大豆、野菜

認農 ㈱マークファーム 水稲、麦、大豆、野菜 水稲、麦、大豆、野菜

認農 水稲、麦、大豆、野菜 5.6 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 6.0 0.0
0.7 0.0

㈱　グリーンちゅうず

認農 川端　隆介 水稲、麦、大豆、野菜 0.2 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 0.2 0.0
認農 水稲、麦、大豆、野菜 1.5 0.0 水稲、麦、大豆、野菜 5.7 0.0東　昇一

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④輸出

⑨耕畜連携

・農地中間管理事業の活用を検討する。

（３）基盤整備事業への取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

・今後の状況の変化を踏まえて検討する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

・農業委員及び滋賀県農地中間管理機構と連携する。

（２）農地中間管理機構の活用方法



５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意
なく、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当
たっては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に
対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供す
る場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目



　菖蒲

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20


